
米国の関税措置の影響に対する連絡調整会議（第２回） 

 

次 第 

 

 

日時：令和 7年 5月 29日（木） 

場所：災害対策本部室 

 

１ 開 会 

 

２ 内 容 

  (１) 関税に係る状況について 

  （２）関税政策に関する緊急アンケート調査等の結果について 

  （３）その他 

 

３ 閉会 

 

 

【構成】 

 本 部 長：市長 

 副 本 部 長：産業振興部長 

 本 部 員：副市長、教育長及び各部局の長 

 オブザーバー：防府商工会議所 
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       防府商工会議所 

トランプ米政権の関税政策に関する緊急アンケート調査結果 

調査目的 / トランプ米政権が行う「関税政策」が域内企業に及ぼす影響について、先ずは米 

国との直接取引または間接取引並びに影響の有無を調査。今後の政策提言や適切 

な事業者支援を進めるための資料とすることを目的に実施 

調査期間 / 令和７年４月２２日(火)～５月９日（金） 

調査方法 / 市内６４７社に発送 

         

【回答のあった事業所の業種について】 

回答事業所の業種は、製造業、運輸業、建設業・小売業、その他 

【米国との取引の有無について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【トランプ米政権の関税政策による現時点での影響の有無について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防府市の臨海部にはマツダ㈱防府工場を始め輸出関連事業が集積しており、「取引がある」との回答が１０

社、設備・メンテナンス業や運輸業などで「間接的に取引がある」との回答が５２社あった 

本調査票回答時点で「関税政策」の影響がすでに出ている事業所が１７社、今後影響が出る可能性がある事業

所が５３社あり、合計７０社の当所従業員登録数の合計は約８,５００人となる。（マツダ防府工場４,０００

人は除く） 



【「既に影響が出ている」１７社の影響内容について】 

 

【「今後影響が出る可能性がある」 ５３社の影響内容について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「関税政策」の影響が「すでに出ている」「今後可能性がある」と回答した事業者の主な影響内容は 

・取引先企業の対米輸出減少等に伴う、受注の減少 計３９社 

・国内外の経済活動や貿易の停滞 計３７社 となっている。 

また、 

・収益が不透明なことで、値上げや人員採用計画の見直し 計１１社 

・収益が不透明なことで自社の設備投資計画の見直し、縮小 計１０社  と具体的な影響についての回答

は少数回答とはなっているが、注視しなければいけない点である。 

 

 

 

 



【「既に影響が出ている」 1７社の対応策について】 

 

【「今後影響が出る可能性がある」 5３社の対応策について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応策について 

すでに影響が出ている事業者は「間接的影響に備えて運転資金の確保」が６社で、今後影響が出る可能性が

ある事業者は「国内市場の販売強化」が１７社と最も多かった。また、今後影響が出る可能性がある事業者も

「間接的影響に備えて運転資金の確保」の回答が１４社と多く、「輸出不振に備えた運転資金の確保」に回答

した事業者も含め、今後、事業資金の需要が発生することがうかがえる。 

「サプライチェーンの見直し」の回答が計１０社あったが、サプライチェーンの見直しについてヒアリング

したところ「見直しには時間かかるだろう」「現時点では状況を冷静に見極めたい」とするようという声があ

った。 

ヒアリングを行っていくと、下請けとなる小規模な企業では、原材料価格やエネルギー価格の高騰による収

益の悪化や人手不足により、自助努力では対応は厳しいという声がありました。 

 



 

【政府や支援機関に求めることについて（アンケート自由回答抜粋・ヒアリングより）】 

・政府において引き続き米国と交渉を行っていただきたい。 

・米国の関税政策による急激な環境変化に対しての支援の検討 

・生産拠点としての日本の自動車産業の基盤を守り抜けるよう各種支援策の実施 

・自社や取引先を含む資金繰り支援 

・雇用を維持できるような支援策の検討 

・輸出先や取引先の多角化に対する支援 

・リーマンショックの際の対応の遅れを思い出します。コロナ対策と同様のスピード感をもった対策 

をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の対応について 

アンケート結果と数社に対し行ったヒアリングから、現状に対して不安を持って見守って

いることを強く感じました。米国との直接取引がある企業は、裾野の広い産業が多く、この

状況が続けばさらに影響を受ける事業者は増えていくことが予測されることから、しっかり

と対応をしていきたいと思っております。 

 

米国の関税政策への対策について、回答の多かった「運転資金の確保」の方法は、コスト

削減、省力化、融資による調達、価格転嫁による収益確保といった方法があると思われます

が、物価高騰やエネルギー価格の高騰による厳しい経営環境にある中小企業はコスト増や取

引先の価格転嫁を吸収できる体力や対応力は備えていない可能性があります。現状への不安

から資金繰り悪化や需要減少を見越して資金確保の見通しを立てておきたいことが感じ取れ

ます。 

こうした事業者に対し、当面の資金確保と返済負担軽減により安定した資金繰りが可能と

なる支援策の検討が必要と思われます。 

 

「人員採用計画の見直し」といった雇用に関しては、慢性的な人手不足が続いている中

で、長期的な観点から慎重な判断ができるよう、雇用維持施策の検討や情報提供を行ってい

かなければならないと思います。 

 

「収益が不透明なことで自社の設備投資計画の見直し」は先行きが不透な中で慎重になら

ざる負えないと思いますが、サプライチェーンの見直しをはじめとした、事業の再構築や売

上・収益の減少に対して生産性の向上や省力化には、厳しい経営環境にある中小企業に対し

て、運転資金の確保や設備投資を後押しする支援が必要と思われます。 

 

予測が不透明な中、中小企業・小規模事業者の不安を払しょくし、影響を最小限に留める

ために、今後も市と会議所による共同での市内事業所へのヒアリングを定期的に実施し、現

場の状況をしっかりと把握し、「即効性のある対応策」と「長期的な解決策」を示していき

たい。 
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